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 第10回「近畿における野菜作」
（2015年農林業センサスミニ分析）

主業 準主業 副業的 農事 株式 非法人
農家 農家 農家 組合 会社等 の組織
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○ 近畿における野菜作付経営体数は３万619経営体で、10年間で8,714経営体（22％）減少。

このうち、組織経営体は612経営体で、10年間で３倍に増加。

○ 作付面積規模別にみると、家族経営体は規模が大きくなるほど主業農家の割合が高く、

組織経営体では株式会社等の割合が高い傾向。

○ 野菜の作付面積規模別で５年前と比較すると、家族経営体は１ha以上の各階層で増加、

組織経営体は規模拡大や新たな作付により全ての階層で増加。

なお、１経営体当たり作付面積を都府県平均と比較すると、主業農家は６割、株式会社

等は５割程度となっており、総じて小規模。

近畿農政局統計部

１ 野菜を作付けした組織経営体が３倍に増加

近畿農政局統計部

野菜作付面積規模別の経営体数（平成27年）

２ 販売金額が3,000万円以上の経営体の金額シェアが上昇

野菜を作付けした経営体数の推移
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野菜作付面積規模別の経営体数の増減率

（平成22年→27年）

主業農家

の割合

株式会社

等の割合
経営体 ％ 経営体 ％

30,007 26 612 52

0.1ha未満 9,740 12 76 37

0.1～0.3 10,668 22 120 38

0.3～0.5 3,768 32 105 42

0.5～１ 3,489 45 118 55

１～２ 1,741 63 96 58

２～３ 364 77 30 83

３～５ 184 83 32 81

５ha以上 53 91 35 86

計
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○ 農産物販売金額が3,000万円以上の経営体の金額シェアは、露地野菜単一経営が20％、施

設野菜単一経営が43％で、10年間でそれぞれ16ポイント、14ポイント上昇。

農産物販売金額規模別の金額割合の推移（単一経営）

２ 販売金額が3,000万円以上の経営体の金額シェアが上昇

0 20 40 60 80 100

１億円

以上

1,000～

3,000

500～

1,000
200～500

200万円未満 3,000～5,000

5,000～１億

近畿

平成17年
（211億円）

27
（239億円）

22
（188億円）

都府県

27
（4,714億円）

20％

１戸当たり販売金額（単一経営）

（平成27年）

○ １戸当たり販売金額は、露地野菜単一経営、施設野菜単一経営ともに49歳以下の基幹的

農業従事者がいる若手農家で高い。

３ 若手農業者がいる農家の販売金額は高い
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注：農産物販売金額（推定値）＝Σ（販売金額階層の中位数×階層の経営体数）

露地野菜 施設野菜
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農家数 （90）（278）（468） （1,346）（414）（1,752）（870） 農家数 （82）（193）（263） （302）（66）（422）（334）

注：１ 近畿農政局統計部による組替集計（以下、同じ。）

２ 年齢区分は、世帯の中で最も若い基幹的農業従事者の年齢による。

露地野菜 施設野菜
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販売金額規模別経営体数の増減

（平成22年→27年）

４ 稲作１位から野菜１位になった経営体の販売金額が６割増加

○ 継続経営体のうち、平成22年に販売金額の１位部門が稲作だった７万3,124経営体の平成

27年の状況をみると、引き続き稲作１位の経営体が大部分を占める中で、野菜１位になっ

た経営体が1,910経営体（３％）。

○ 野菜１位になった経営体の１経営体当たり販売金額は、作付面積に占める野菜の割合が

２割から３割に増加したことにより、稲作１位だった５年前に比べて６割増加。

○ 野菜１位になった経営体数を販売金額規模別にみると、100万円未満の経営体が減少し、

上位の階層に移動。

１経営体当たり販売金額

（平成22年→27年）
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（1,910経営体） （62,450経営体）

販売金額の１位部門が稲作から野菜になった経営体（継続経営体）

たまねぎ

キャベツ

はくさい

ブロッコリー
なす（４）

その他

（38）平成27年

533ha

（100％）
（15）

（13）

（８）
（６）

（６）（５）（５）

品目別作付面積割合

以下は、平成22年から27年の継続経営体のみを対象として５年間の動きを分析したもの。

１経営体当たり作付面積

（平成22年→27年）
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お問合わせ先：統計部統計企画課 電話０７５－４１４－９６２０

参考 市町村別マップ
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 稲作１位から野菜１位になった経営体数割合

（平成27年、継続経営体）

稲作１位のまま

稲作１位

→販売なし（９）

平成27年

７万3,124経営体

（100％）

（85）

稲作１位だった経営体の平成27年の状況

（継続経営体）
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